
２．税制提言活動 

（１）税制改正に関する提言の概要 

 平成２８年度も「今後の望ましい税制のあり方」を基本テーマとし、国・地方を

通じた徹底した行財政改革の推進と、中小企業の置かれている厳しい状況を踏まえ、

中小企業の活性化に配慮した施策の提言を取りまとめました。 

   さらに「税制改正に関するアンケート調査」の実施結果も併せて、４月２１日付

で全法連へ提出しました。 

 

  新潟県連がまとめた要望事項は、「資料１」の通り（Ｐ１７） 

 

要 望 大 会 

平成２９年度税制改正スローガン 

 

○ 経済の再生と財政健全化を目指し、 

歳出・歳入の一体的改革を！  

○ 適正な負担と給付の重点化・効率化で、 

持続可能な社会保障制度の確立を！  

○ 中小企業の重要性を認識し、 

活性化に資する税制措置の拡充を！  

○ 中小企業にとって事業承継は重要な課題。 

本格的な事業承継税制の創設を！ 

 

 

（２）要望実現のための提言活動の展開 

   全法連、各県連および単位会とも要望実現のための提言活動を展開し、新津法人

会としては会長、税制委員長、税制副委員長および事務局長で編成した要望団によ

って、平成２８年１１月１５日、管内選出の参議院の国会議員に対し提言書を提出

しました。更に、地方自治体に対する要望活動として、五泉市長ならびに市議会議

長へ提言書を提出しました。 

 

（３）法人会の税制改正要望の主な実現事項（全法連） 

   法人会が要望した項目のうち改正が行われたものは、「資料２」の通り（Ｐ２２） 

 

（４）税制セミナー（全法連主催）への参加 

   開催日  平成 29年２月 14日 

   会 場  ハイアットリージェンシー東京 

   内 容  第１講座 「平成 29年度税制改正について」 

          講師 財務省主税局審議官       矢野 康治 氏 

        第２講座 「今後の税制改革と財政再建の行方について」 

          講師 慶応義塾大学経済学部教授    土居 丈朗 氏 

   出席者  １名 


